






























一途を辿っている。平成 25 年 10 月現在、全国































































































の対象となっている。特に、12 歳～ 40 歳の基
準額の減少率は大きい（５）。この根拠となって
いるのが、社会保障審議会生活保護基準部会報













































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































　2013 年 12 月 13 日に制定された「持続可能
な社会保障制度の確立を図るための改革の推進
に関する法律」において、政府の役割を「自助・
自立のための環境整備等」とその範囲が矮小化
されている。国民が自己責任を全うできるよう
社会保障制度を拡充していくこと、国の責任を
明確に位置づけることこそが重要である。
− 104 −
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注
（１）2013年10月10日現在10 ,191件。「生活保護基準
引き下げ、ガマンするしかないの？～審査請求やっ
てみよう」http://ameblo.jp/seiho-shinsaseikyu（2013
年１月７日確認）
（２）新潟県弁護士会「生活保護基準の引下げに強く
反対する意見書」（2012年10月17日）http://www．
niigata-bengo. or. jp/about/statement/index．
php?id=107（2013年12月25日確認）。
（３）http://www.courts.go. jp/search/jhsp0030?ha
nreiid=82037&hanreiKbn=02（2014年１月11日確
認）。
（４）全世帯を収入の低い方から順番に並べて五等分
してつくったグループで、第Ⅰ五分位は、収入の一
番低い層となる。つまり最も低い所得20％の階層と
なる。老齢加算廃止直前の2002年度で第１五分位
の平均所得は126 .9万円。全体の平均は589 .3万円
であった。「平成15年度国民生活基礎調査」。
（５）12～19歳は42 ,080円から38 ,070円、20～40歳
は40 ,270円から37 ,350円に引き下げられる。「生活
保護関係全国係長会議資料（平成25年５月20日）」。
（６）http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r9852000
002szwi-att/2r9852000002t006 .pdf（2014年１月11
日確認）。
（７）「新潟市中央区におけるひとり暮らし高齢者の生
活と意識に関する調査報告書」。調査は、多様な生
活状況にあるひとり暮らし高齢者の実態を明らかに
することで、より効果的な支援のあり方等を検討す
るための基礎資料を得ること」を目的として実施し
た。対象は、2009年９月現在、民生委員が把握して
いる満65歳以上のひとり暮らし高齢者（新潟市中
央区在住）4,038人のうち1,346人に調査票を配布
した。民生委員が把握しているひとり暮らし高齢者
の概ね３分の１に対し調査票を手渡し、回収は郵送
で行った。回収率は、86 .1％（1,159人）であった。
さらに、そこから対象を抽出して、聞き取り調査を
実施した（調査時期：2010年６月、11月）（新潟市
中央区社会福祉協議会・新潟県立大学［2011］参照）。
（８）生活保護を受給している70歳以上の単身高齢者
の生活実態と意識を明らかにすることを目的に行っ
た聞き取り調査。対象者は、新潟市在住で生活保護
を受給している「新潟健康と生活を守る会」会員で、
生活保護を受給している70歳以上の単身者である。
70歳以上の単身会員29人のうち28人から聞き取り
を行うことができた（調査時期：2010年７～８月）（小
澤［2011］参照）。
（９）緊急時の支援者の有無について収入階層別にみ
ると、緊急時の支援者が「いない」人では「150万
円未満」が54 .5％、「いる」人では「150万円未満」
が31 .6％で、倍近い違いがあった。さらに収入階
層別に社会参加活動への参加状況をみると、「参加
していない」人の43 .5％は「150万円未満」で、参
加している人と比べて２倍近い違いがあった（小澤
［2013］pp.63 -64）。
（10）なお「被保護母子世帯の日々の生活に関する
アンケート結果」（2010年６月）から、母子加算
の復活によって出費が増えた項目（複数回答）は、
「子どもの衣服費」「子どもの教育費」「子どもの
学校行事に関する費用」が上位であった。http://
www．mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000007dnb-
att/2r98520000007dpo.pdf（2014年１月11日確認）。
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